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北海道フード・コンプレックス国際戦略 

総合特区（フード特区）の取組み 

  
 

 

 

 １．フード特区の目指すところとそのメリット 

 ２．フード特区の主要事業 

 ３．企業・団体等によるフード特区の活用方法 

 ４．フード特区と食クラスター活動等の位置づけ 

 ５．一般社団法人 北海道食産業総合振興機構（フード特区機構）の概要  
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○大学研究機関が集積し、
人材が豊富 

○人口200万を超え、都市機
能が充実 

○道央エリアには道内食品
製造業の1/4が集中 

○車で1時間圏内に新千歳
空港と２つの主要港（石
狩・苫小牧）がある 

 

○農畜産関連の大学・研究機関
が集積し、人材が豊富 

○ＥＵ農業国並みの大規模農業
経営 

○多くの品目で全国一の生産量 

○国内最大のバイオエタノール工
場が稼働 

 

○水産関連の大学・研究機関が
集積し、人材が豊富 

○豊富な水産資源（函館市の漁
獲金額は全道２位、昆布・する
めいか等は全道１位） 

１．フード特区の目指すところとそのメリット 

Ⅰ 国際戦略 
総合特区 

Ⅱ フード特区 
の目的 

北海道は日本で唯一「食」の国際戦略総合特区として指定を受ける 

「新成長戦略」の実現にあたり、我が国の経済を牽引することが期
待される産業の国際競争力の強化のため、国際レベルでの競争
優位性を持ちうる地域を厳選し、当該産業の拠点形成に資する
取組を支援 

食料供給基地である北海道ならではの『食の総合産業』の確立に
よって、農水産業に加えて食品製造業の国際競争力を強化し、
成長著しい東アジアの食市場を獲得する。 
これを達成するため北海道では、「食と健康に関する研究開発・
製品化支援機能」を集積･拡充し、“新たな需要(価値)創造につ
ながる食のバリューチェーン”を確立することによって、東アジア
における食産業の研究開発･輸出拠点化を目指す。 

Ⅲ フード特区 
のエリア 

Ⅳ 総合特区制度による企業への優遇措置等の概要 
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① 投資税額控除・特別償却： 
 総合特区内で当該特区の戦略に合致する事業を行うために機械、建物等を取得してその事業の用に供した場合に適用 

・投資税額控除  ／新たな機械、建物等の取得価額の15%（建物等は8%）を法人税額から控除 
・特別償却     ／新たな機械、建物等の取得価額の50%（建物等は25%）を普通償却額に上積み          

② 所得控除： 専ら特区内で規制の特例措置を活用した事業を行う法人に対し適用 ／当該事業による課税所得の20％を損金に算入（５年間） 

① 総合特区推進調整費： 関係府省の既存の補助メニューを活用した上でなお不足する場合に、府省の予算制度での対応が可能となるまでの間、 
                  本調整費を当該補助予算に充当  ＜H24/138億円＞ 
         ［調整費による支援額上限  国際戦略総合特区  20億円/計画・年  （地域活性化総合特区  5億円/計画・年）］ 

② 総合特区支援利子補給金： 特区事業の実施に必要な借り入れを行う場合、0.7％・５年間を限度として金利負担の軽減を受けることができる 

                     （金利軽減分を国が金融機関へ支給） 

① 総合特区法に基づく特例措置： 工場立地に係る緑地規制の特例 （工場立地法及び企業立地促進法の特例）など 

② 本特区では、規制の特例措置32件、税制特例措置8件、財政支援特例措置19件を国へ提案中 
    （「国と地方の協議会」における関係府省との協議を経て特例措置を制度化）   ⇒今後も新たな特例措置の追加提案が可能 

札幌・江別エリア 

帯広・十勝エリア 

函館エリア 
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２．フード特区の主要事業 

 ①バリューチェーン形成プロジェクト 
  ・商品の付加価値向上、流通･販売体制の強化、国際競争力強化の視点に立った北海道ならではの「食のバリューチェーン（一次産品から加工、流通、販売まで

一貫したプロセス）」を形成する。 

 ②イノベーション＆ビジネスプロジェクト 
  ・バリューチェーンの各分野にわたる切れ目のない支援を実施し、事業者への的確かつ迅速なサポートにより、成果の拡大を図る。 
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製造・物流 研究開発 農水産業の生産体制 

 
・品種改良、栽培・養殖技術の高
度化、栽培環境の管理システム
の整備 

・リモートセンシング技術の実用化 

・HACCP基準に対応した生産・加
工施設の整備 

・地域コントラクターの育成 

・飼料調整施設、大型堆肥セン
ター等の整備 

・農水産業由来の未利用バイオマ
スの高度化利用 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
・食・バイオ関連企業向け 
 レンタルラボの整備 
 
・共同研究開発および特区
優遇制度を切り口とした企
業集積促進のサポート体制
の確立 

 
・国際小口混載輸送機能の
確立 

 
  

 
 

販路拡大支援基盤 

 
 
 

・食の抗老化に関する評価・素
材探索手法確立 
・食の免疫メカニズム評価手法
の確立 
・高度脂質分析ラボ拡充 
・QOL地域を目指した多地域ヒト
介入・観察研究モデルの構築 
・国際標準を目指した機能性評
価ガイドライン開発 
・エピゲノム解析システム整備 
・食の動態解析手法の確立 
  （中型動物試験体制の確立等） 

 
 
 
 
 
 

 
 

 

■市場モニタリングシステム
の確立 

 ・商品利活用者のネット
ワーク構築 

■マーケティング強化 
 ・商品説明員派遣 
 ・海外店舗の陳列棚確保 
■販路拡大コーディネー
ター確保 

 ・地域別のニーズ把握 
 ・現地パートナーの確保と
繋ぎ 

安全性・有用性研究評価 
プラットフォーム 

 

 
 
 
 
 
・乳製品・肉製品の試作実証
体制の構築 
・冷蔵・冷凍輸送等の鮮度保
持実証システムの確立 
・密閉型植物工場での高機
能素材の試作・実証 
・味覚・香りの評価システム
の確立 
・ナノカプセル試作技術の確
立 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

                              

試作・実証 
プラットフォーム 

新品種等農産物の産地形成・食品開発・機能性評価・製造体制整備による輸入代替プロジェクト 

貯蔵技術等の革新による野菜等の輸入代替プロジェクト 

植物工場を活用した機能性植物の通年出荷体制確立による輸入代替プロジェクト 

鮮度保持技術の革新および物流実証による乳製品・野菜・水産物の輸出拡大プロジェクト 

農水産物の販促プロモーションによる輸出拡大プロジェクト 

スイーツ等のロングライフ化・物流実証による輸出拡大プロジェクト 

北海道産農水産物等由来の高機能素材の探索・機能性評価・新製品試作実証による輸出拡大プロジェクト 

輸入 
代替 
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②  要望 

（規制緩和等） 

北海道食産業 
総合振興機構 

(フード特区機構) 

 
事業化等の検討 
 
規制の特例措置、
財政・税制・金融上
の支援措置の活用
の検討 

 
農林水産業 
食品関連 
医薬品関連 
流通関連 
研究機関 
機械メーカー 
自治体 
      等 

事
業
計
画
等
の 

 
 

提 

案 ①事業提案 

技術･ﾉｳﾊｳの 
活用提案 

【①の事例】食品加工メーカーが既存商品を中国に輸出したい 
輸出拡大のための補助事業の獲得 

 

【①の事例】食品加工メーカーが新商品を開発したい 
商品開発のための補助事業の獲得 

 

【②の事例】食品メーカーが機能性表示の規制緩和を要求したい 
規制緩和の実現 

 

【③の事例】研究機関が新技術の企業移転を提案したい 
研究開発の補助事業の獲得 

 

【①と③の事例】農業者が通年出荷を実現したい 
品種改良や物流実験に対する補助事業の獲得 

 

食関連企業 
・団体等 

③ 

事
業
計
画
等
の 

 

企
画
・
立
案 

調整 

３．企業・団体等によるフード特区の活用方法 
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国 

 
 
 
 
 
 

国と地方
の 

協議会 

事
業
計
画
等
の 

 
 

了 

承 

関係省庁 

 

指
定
自
治
体 

 

地 域 

協議会
 

 
※１：指定自治体 
  北海道、札幌市、江別市、函館市、帯広市、 
  十勝１８町村 

※２：地域協議会 
  北海道、札幌市、江別市、函館市、帯広市、 
  道経連、大学・試験研究機関、各種団体、 
  金融機関 他 
  （分科会として函館地域連絡会、帯広・十勝 
   連絡会を設置） 

※１  

※２  
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準天頂衛星 
みちびき 

衛星リモート 
センシング技術 

研究・ 
フィードバック 

大規模営農 
農業センサ 
監視カメラ RFIDタグ 

気象記録 
営農記録 
産地記録 

トレーサビリティ 

改良・効率化 
営農指導 

北海道 
ブランディング 

ロボット 
トラクタの 
自律運行 

ＩＣＴへ寄せる期待 

生産性 
の向上 

衛星利用 

電子タグ 

GPS補完技術 

食の安心・安全 

センサー 
技術 

イノベーション 
＆ビジネス 
プロジェクト 

データ集積 

クラウド 
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